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１．はじめに 

近年，自然災害に対する減災への取り組みが非常に

重要となってきている．特に，人的被害軽減のために

は避難行動・形態を検討する必要がある．避難のため

の動的な災害情報提供は最終的な避難勧告の発信者側

や受け手側の判断によって生じる不完全性が問題とな

る場合がある．その解決には静的な情報によって得ら

れる知識や意識状態といったものが重要でハザードマ

ップは静的情報を得る上で有効なツールとなっている．

そこで本研究ではハザードマップの理解・利用の違い

による避難行動・形態を評価し，住民に対するハザー

ドマップの在り方について，考察を行った． 

 

２．ハザードマップ 

本研究におけるハザードマップとは予測される災

害の発生地点，被害の拡大範囲および被害程度，さら

には避難経路，避難場所などの情報が既存の地図上に

静的情報として図示されていることを意味している． 

 

３．マルチエージェントシミュレータ 

本研究ではマルチエージェントシミュレータ

「artisoc」1)を用いて，モデルの構築を行った．モデル

の特徴は避難行動を起こす各人をエージェントとし，

そのエージェント個々の行動が影響し合って，全体の

行動が決定していくことである． 

 

４．避難シミュレーションモデル 

本シミュレーションは図 1 に示すような仮想空間の

中で，エージェントは災害発生地域である危険度 3 か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら 1 へとより安全度の高い場所を目指して，避難行動

を起こす．その一連の避難行動の中でハザードマップ

の適切な利用および理解が避難行動に与える影響を評

価するため，エージェントには「利用」と「理解」の

2 つのパラメータを持たせた． 

「利用」のパラメータはハザードマップの普及率に起

因し，避難開始時間，避難場所認知などの避難をする

という避難そのものに直接的な影響を与えることとし，

一方の「理解」のパラメータはハザードマップの理解

率により，避難の心得，経路選択といった避難行動の

中味に影響を与えるものとした． 

それぞれのパラメータを 0～10 までの 6 段階で評価

し，表 1 に示す普及率（利用）と理解率（理解）を変

化させた計 30 ケースのシミュレーションを行った．そ

の結果からハザードマップという情報が避難行動にど

のような変化をもたらしたのかを見るために，避難完

了時間と各々の危険度地域に到達しているエージェン

ト数の抽出を行った． 

 

 

 

 

 

 

図 1．シミュレーション概要図 
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５．人的被害軽減効果に関する考察 

表 1 における避難状況の全体的な結果からハザード

マップの目的である人的被害軽減に効果があることが

確かめられた． 

普及率と理解率の変化に関しては全避難エージェ

ント 200世帯の 80％以上が最も安全である危険度 1に

到達できたケースに着目すると，理解率が低くても，

普及率 6 以上，つまり 60％以上であれば，危険な地域

に取り残されることもなく，避難所に向かって，スム

ーズな避難行動が取れると評価できる結果となった． 

次に普及率および理解率の各段階をポイント化し，

同ポイントにおける避難の違いを整理したものを表 2

に示す．普及率の向上は個々人がそれぞれ安全な場所

へ避難をするという個人行動に大きな影響を及ぼすこ

とがこの表からも分かる．一方で理解率というものは

個人単独の避難行動に影響を与えるのはもちろんのこ

と，さらに他者への影響を与えるパラメータであると

いえる．これは避難先導者の役割を果たす．避難とい

う集団行動の中で先導者の役割が効果的に表れるのは

普及率をある程度持ったコミュニティの中であり，い

くら理解度が高い避難先導者となる人材を育成しても

対象となるコミュニティが避難するという意識状態で

なければ避難行動を成功に導くことができないことを

意味している． 

さらに普及率と理解率のバランスに焦点を当てて，

考察を進めるために図 2 を示す．上述したように，ハ

ザードマップの有効性は普及あっての理解である．図

2 を見ても分かるとおり，他者に影響を及ぼす理解と

いうものがなくても全世帯が避難をするという意識状

態である普及率 100％を達成すれば，避難状況に差異

はないものと考えられるが現実的には難しく，60％程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度を目標とすることが妥当であるといえる．普及率

60％の場合，理解率が 10 から 0 になると人的被害軽減

効果は 30％程度落ちてしまうが，ある程度の理解率が

あれば数％しか効果が落ち込まないことが示された． 

 

６．まとめ 

災害避難時における人的被害軽減には，第 1 にハザ

ードマップ 60％以上の普及を目指し，第 2 に講演・講

習会などにより，コミュニティに数名の避難先導者と

なりうる人材育成が重要であることが今回の結果から

提言できる． 
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表 1．ハザードマップの普及率・理解率の変化による避難状況の違い 

表２．ポイントが同じケースの避難状況の比較 

図２．普及率と理解率のバランス
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